「岐阜県における養護のあり方」に関する調査研究報告 by 星野 政明 & 竹内 伸秀
1990年9月, 世界子供サミ ッ トがニューヨークの国連本部で行われ, 子供の生存権 ・保護 ・
育成 ・貧困等から守ることは重大な問題となっている。
また, 児童福祉を語る とき古く て新しい 「養護問題」 をぬきにしては考えられない。 そこ




養護の問題は, 親の 「子の育て方の問題」 であると同時にこのような家庭に育った 「子
の育ち方の問題」 でもあり, さ らには地域における子育て機能の低下の問題でもある。 こ
のような観点から岐阜県における養護問題の実態を総合的に調査 ・分析し, 養護の在り方
に関する児童福祉行政推進の指針を得ることを目的とする。

















IV. 調査研究日程 期間 : 昭和61年12月̃ 昭和62年3月
H。 調査研究主体
岐阜県
Ⅲ. 調査研究員　 学識経験者 里親連合会代表 児童福祉施設代表 児童相談所
( 4児相より 1人づつ代表)　 行政担当職員
(注)全項目記入児童とは、 一人子又は長子等でその世帯を代表す
る児童で、養護相談調査票 |児童票 11 世帯票 11 泄帯票21
の全てに記入した児童。
3) 養護相談調査票 (資料参照)
養護相談票の調査項目 (52項目) の設定にあたっては, 本研究事業の目的に基づき養
護問題を総合的に把握することに留意した。 また, 本県の特徴を全国との比較において
明らかにするために, 次の調査を参考とし, で き得る限り調査項目の共通化を図った。
イ。 全国児童相談所所長会 「児童相談調査」 昭和59年2月 1日̃ 29日
口。 厚生省児童家庭局 「養護児童等実態調査」 昭和58年3月1日現在
4) 調査票の結果と分析
各調査票をパソコ ン入力 (NEC　 N5200) し, これにより各調査項目毎に児童相談所















児童は, 言うまでもなく , 身体的 ・精神的に未熟であるが故に, 社会的に保護され, その
成長発達について保障されるべき存在である。 それ故に, 児童が心身ともに健全に育成され
る基盤は, 児童の生活の場である家庭であり, そして, その両親の暖かい愛情によって養育
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しかし, 戦後40年を経た今日のわが国の家庭は, 社会経済の急激な変動によって, 日本人
の家族生活や地域の生活を大きく変化させた。高度経済成長は, 日本の産業構造を高度化さ
せ, 工業化 ・都市化の進展は, 労働人口を農村部から都市部への大移動をまきおこ し, 新た
な都市生活問題を生み出した。
農村の過疎化現象の中では, 長期間の出稼ぎ労働等による家族機能の歪みや家庭崩壊を生
み, 児童の成長 ・発達に多大な影響を与えた。一方, 都市への人口集中は, 都市問題と言わ
れる住宅問題, 環境公害問題, 医療 ・教育問題, 物価問題などを引き起こ し, 都市生活者の
上に深刻な生活不安, 生活困難をもたら した。
又, これらの労働人口の流入 ・流出現象は, 地域社会のもつ共同性 ・相互援助機能 ・教育
機能を失わせる一方, 児童の生活基盤である家族も核家族化 ・小家族化, 孤立化傾向を生み
出すと共に, 家族のもつ日常生活維持機能 ・養育機能等を弱体化, 脆弱化させたのである。
つまり, 日常生活維持機能の弱体化は, 生計中心者の事故や疾病, 離婚等による生活困難が
家庭崩壊に陥らせると共に, 家庭養育機能の弱体化, 脆弱化は, 両親や家族構成が整ってい
ても, 生活文化や生活規範の世代間の継承も困難となるのである。 又, 地域の相互援助機能
の低下に伴う家庭養育の孤立化は, 親子関係の絆の欠損を始め, 家族員の意識の個人化が進
み, 家族間の価値観や生活態度の上にも亀裂を生じさせる。
このように, わが国の経済成長は, 都市, 農村を問わずに, 社会構造上の 「ひずみ現象」
を生じ させ, 養護問題はその結果と して生起するのである。
それらの養護問題の背景を今日の児童を取り巻 く諸条件の勁向を通して, 考察したい。
1) 児童数, 出生数, 出生率等の動向
厚生省人口問題研究所では, 昭和61年人口動態統計について年間推計を行い, 公表し
た。 出生数は137万 8千人で60年よ り 5万4千人減と推計され 「出生率は11.4で60年の
11. 9を下回ろ う。」 と述べている。 この年間出生数137万8千人は, 昭和41年 (ひのえう
ま) の136万人に次ぐ二番目に低い数値である。又, 出生率11.4は, 「表 1のごと く, 」
最も低い値である。
その一方で, 「表 2, 図 1によれば, 」 生産年齢人口の扶養負担の程度を示す従属人口
指数 (年少人口と老年人口の和の生産年齢人口100に対する比率) は, 昭和25年の67.7











































は, 今後の社会 ・経済に大きな影響を与えると考えられる。 と りわけ, 現在の児童に課
せられる次代の高齢者扶養の負担の増加などは大きな問題である。
又, 昭和61年人口動態統計では, 婚姻数71万 9千組で60年よ り 1万 9千組減と推計さ
れ, 婚姻率 (人口千対) は5.9となろう。 婚姻数は, 戦後第一次ベビーブーム期に生ま
れた人たちが結婚適齢期をむかえた昭和40年代後半には, 毎年100万組を超えたが, そ
の後は減少傾向で推移している。
婚姻数は, 16万6千組で, 60年とほぽ同じである。離婚率 (人口千対) は, 1.37とな
ろう。 「表3によれば, 」 離婚は, 昭和39年以降, 数 ・率とも上昇し続けていたが, 58年
の17万9千組 (1.51) をピークに, その後減少に転じていると述べているが, 昭和60年
の16万 7千件は, 昭和35年に比較して約2.4倍となっており, し しかも有子離婚が増え
ている。いずれにしても, 両親の離婚は, 単親家庭となることによる家庭基盤の脆弱化,
人格形成の上でのモデルの不在など子供に好まし く ない影響を与えるのである。
更には, 「図2によれば, 」 平均世帯人員は, 昭和25年には4.97人であったが, 昭和55
年には3.33人にまで減少し, 核家族化 ・少子家族化の傾向が顕著である。
その結果, 子供同士の関係は, 世帯の中においても, 隣近所という地域の中において
も, 以前に比べ, 希薄化傾向が子供の成長, 人格形成に多大な影響を及ぼすのである。








注　 国勢調査の結果による。 ただし、 昭和60年は1% 抽出槃計結果による。





資料　 総務庁統計局 「昭和60年国勢調査 抽出速報集計計果」
図 1　 人ロピラ ミ ッ ドでみた年齢化
「岐阜県における養護のあり方」 に閔する調査研究報告
表2　 年齢階級 ( 3区分) 別人口及び主要指標の推移






































































































































































65 4 3 2 10 0 1 2 3 4 8 6
( 百万人 )
6 5 4 3 2 1 0 0 1 2 3 45 6
( 百万人 ) 人口
(総務庁 「国勢調査」, 厚生省 「日本の将来推計人口」 より)
図2　 平均世帯人員の推移

















戦後第三にして最大の少年非行は, 58年をピークと して, 減少傾向にある。 その特徴
は, 非行の低年齢化と女子非行の増大化である。 それは, 今日の学校教育問題, あるい
は, 学習権問題等を意味すると共に, 家庭生活 ・地域生活における大人の子に対する養
育機能の問題を意味する。
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資料 : 総務庁 「国勢調査」
「岐阜県における養護のあり方」 に関する調査研究報告
ら 「校内暴力」 「登校拒否」 を経て, 現在の 「体罰」 「いじめ」 「校則」 問題等に至って
いる訳で, 束京中野の中学生の 「いじめ」 に絡んだ自殺の背景を考えても, その一つを
抑え込むと次の問題が生じる。 これを封じ込めると, 今度は別な形をとって爆発すると




止する こ とができないであろ う。
又, 子供の発達の歪み, つまり身体的, 精神的発達の遅れやアンバランスは以前から
指摘されているように, 幼児期からの子供の生活リズムや基本的生活習慣等の親子関係
を基本と して家庭生活環境や学校生活環境の見直しも急務である。
例えば, 幼児や小学生低学年の生徒においての遅寝, 朝寝坊が一般化し, 朝食抜き,
排便なし, 歯も磨かなかったり, 衣服の着脱, 整理整頓ができなかったり, 箸の持ち方
さえ知らないといった状態がある。 そして, 学校に来ても, 午前中はアクビが多く , 動
作が鈍く , 勉強に身が入らず, 偏食や忘れ物が多く, 集中力に欠け, 自己中心的である
と保育者や教師より指摘されているように, 子供達の集団が破壊 (人間疎外) され, 正
しい結びつきを失って, 一人ひと りが孤立した状態下にある。 その結果, 小さい時から
人と人とのつながりの中で育てられるべき 「ものを大切にする」 「自己抑制の習慣を身




前述 したように, 児童の問題は児童の発達保障に関わる家庭や地域の問題, ひいては,
今日の政治, 経済, 社会の問題である とのべてきた。 正に, 子供の行動は, 社会の反映
である。 社会が病めば子供の心も病む。 大人の心が乏しければ子供の心も乏し く なるの
である。
家庭の本来の機能を破壊するよ うな状況も進んでいる。 「兎小屋」 と評されるような
貧弱な住宅事情, 父親の連続転勤や単身赴任, 父母の共働きや労働条件の悪化などによっ


















のか不安になり, 他人や仲間への同調傾向がみられやすく , 感覚的な判断をしやすくな
る。 皆と同じような持ち物や服装を していないとひけめを感ずるのである。 現代の 「い
じめ」 の起こ り方にみられる対象が 「勉強が皆についていけない」 「皆と同じ行動がと
れない」 「容姿や態度に皆と違う と ころがある」 などといった画一主義的な価値観が大
人にも子どもにも浸透している表れであろう。 つまり, 均質集団の中に自分を安定させ
よう とする意識が強まるのである。
これも, 高度経済成長と共に①都市化とモータリゼーショ ン, そして, テレビの普及,















鞄を家に置くや, す ぐ何時もの遊び場に集まる。 少 しでも遅れる と, その友達の家に
走っていって大声で呼びかける。 揃う と, 高学年の子供の指図によって遊びが始まる。
戸外で体を動かすのだから極めて健康的であった。 一年も二年も違う, 時には三年位学




手造りの遊具は, その物によ り, 年齢によっては自分で作れなく て親が係わる, その
時の親子の対話の中で道具の使い方などを教わる。
今の遊びについてみると, 屋内の遊びや非活動的な遊びは不健康である。
また, 一人遊びでは, 友達との対話も生まれず, 仲間意識も育たない。遊具も, ゲー
ム機など, 商品であるものが多く , 遊具というよりも精巧な機械といった方が適当であ
ろ う。
その本体に加えて, 種々な付属部品やカセ ッ ト等が欲しく なり, 次々に買い求めて遊
ぶから, 親の経済的負担も大きい。 そのゲーム機を動かすためには電気や電池が必要と




になると思う。 こう した点は結構であるが, 大人の立場でみると, 次々に新しい物を与
えるのでなく , 子供に工夫させたり試させたりする方向に働きかけていく方が, 子供達
にとっても自立心を育てることにつながるのではないか。 昔の遊びに見られるように,
競争心を起 し夢中になる遊びの中での体験は, 極めて大切である。 知らず知らずのうち
他の子供と上手に付き合う技術を習得し, つらい事があってもそれに耐える力もつく ,
また, 身体を有効に使う力もつく , こ う した子どもの頃の遊びを通し, 生涯役に立つ生
活力までも身につけることになる。
「よ く遊び」 「よ く学べ」 というが, 子供の頃充分に遊ばなかった子が, 問題行動を起
すと言われる。
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できなくなっている例が非常に多い。 また, 特異な例として, 棄児が5件あったことも注目
すべきところである。このように親として子の養育責任を果たし得なかったことの背景には,
更にそれぞれなりの理由があったものと思われるが, 現実にこのような多くの子等が親子関
















麗 男　 55.3凹女　 44.7
図1によれば590のうち, 男326人 (55.3% ) , 女264人 (44.7% ) で男が多い。
また, 全国児童調査でも, 男54.8% に対 し, 女は45.2% で本県との大差はない。
性別を年齢別にみると O歳̃ 2歳と 5歳̃ 8歳の小学校低学年と13歳以上の中学生
には男が多く, 3歳̃ 4歳の幼児と 9歳̃ 12歳の小学校高学年では, 女が多い。
参考　 岐阜県の調査年度の平均出生率
男6.2





図2によれば, 0歳の相談が92人で, 全体の15. 6% で最も多く , 1歳から14歳まで
の年齢児の相談は26̃ 40人位が多く , パーセントでは, 4 % ̃ 7 % になる。
15歳以上では, 更に減少している。
これを年齢層別にみると, 6歳未満の乳 ・幼児が47.8% で, 全体の半数に近く , 6
































図3に示すように, 嫡出子は79.8% で最も多い。非嫡出子のうち, 認知されている
もの3.7% に対し, 認知されていないものが12. 2% あり, 不明分の4. 2% を加える と約










図4 - 2 によれば, 全体の半数にあたる50.2% が未就学で しめており, 次いで小学
校低学年16.8% , 小学校高学年16.4% , 中学校15.4% の順になる。 高等学校は少なく
0. 8% で, その他の0. 3% は中卒後, 遠方よ り職捜し, 母を尋ねてきたが, 分らず帰れ
な く なった ものである。



































図4　 就学状況 1- 1
口 岐阜県
回 全 国
就学状況は, 図4によれば, 就学前の乳幼児が, 全国比では2倍位多い状況にある。

































図5によれば, 欠席していない児童は全体の半数以上にあたる51. 7% である。 問題
ないが, と きどき休む34% , よ く休む5. 1% , 長期欠席3.8% をふまえる と, 約43% が
何らかの形で休んでいる。
(6) 就学状況 (成績)
図 6　 就学状況Ⅲ- 1
同朋学園佛教文化研究所紀要第十三号
(5) 就学状況 (登校)
















学校の成績は図6によれば, 普通以上が42.8% , やや低いが36. 6% , 大変低い14.4%
で, 約半数以上の51% が普通以下となっている。
また, 前記の登校状況との関係をみると, 休まない児童では, 60% が普通以上の成
績で40% が普通以下, と きどき及びよ く休む児童では, 普通以上が25% で普通以下の


































図7によれば, 健康児が全体の91.2% で, 何らかの障害のあるものが8.0% , その
ほか不明が0.8% ある こ とがわかる。






















岐　 阜 県 健 康 (91.2% ) 9?W鴛tり
全 国 里 親　 (94.5% ) (5.5% )
全 国 養 護　 (91.0% ) (9.0% )
全国乳児院　 (81.3% ) (18.7% )
図7- 2によれば, いづれも健康児が多いが, 全国比の乳児院では約19% , 養護 ・
母子寮では約9% , 里親委託では数% の障害をもっていることになるが, 本県の養護
に障害をもっているこ とになるが8.8% あり, 全国比と変らない。









































何等かの障害を持つ8% (47人) の内容を図7- 2によれば, 身体虚弱が48.5% で
最も多く , 次いで精神薄弱が23.2% であとは, 他の心身障害8.5% , 言語障害8.5% ,





































何等かの問題ありの14.8% (88人) の内容を図9- 2によれば, 学業不振が半数近
くの43.9% で最も多く , 次いで登校拒否が23.7% であとは, 夜尿 ・失禁15.4% , 孤立 ・
内閉11.3% , 神経性習癖2.3% , その他3.4% となる。
図 9- 3　 非社会的問題- 3
0　 50 100%
「岐阜県における養護のあり方」 に閔する訓査研究報告
図9 - 2　 非社会的問題- 2





























図10によれば, 問題なしが全体の77.1% で, 何等かの問題ありか, 21.3% と, その
























図10-　 2　 反社会的問題- 2
項 目 名
何等かの問題ありの21.3% (65人) の内容を図10-　 2　 によれば, 無断外泊等が40.4%
で最も多く , 次いで窃盗29.0% , あとは金品の持出し12.2% , 乱暴 ・暴行10.7% , そ
の他が7.7% となる。









































図12によれば, 特に問題がなし30% , やや問題がある16% , 大変問題あり10% とな
るが, 不明の44% は乳幼児と思われる。










図11によれば, 特に問題なしが全体の60.9% で最も多く, やや問題あり26.9% をふ











図13によれば, 問題なしが35% , やや問題あ り23% , 大変問題あり18% , 不明24%
と なる。






































図14によれば, 両親のところ25.8% を除いては, 親の行方不明, 離婚, 長期入院な
どが原因で父子または, 母子家庭になったのが44. 5% で親以外の親戚 ・知人のところ
へ預けられていたのが23. 1% で, 全体の67.6% が家庭環境の悪化などが起因するもの
と思われる。
叫　 一時保護
























相談件数のうち, 一時保護を行なったのが46.6% に対 し, 全国児童相談所調査では
33.5% で, 少ないのは調査期間の差異によるものと思われる。
一時保護日数を表15によれば, 4̃ 7 日が全体の45.8% で最も多く , 次いで 8̃ 30










































1 日 6 2. 2
2 ̃ 3 日 44 16 . 0
4 ̃ 7 日 126 45. 8
8 ̃ 30日 98 35. 6
31̃ 90日 1 0 . 4
91日以上 0 0. 0














図16によれば, 養護施設へは46. 1% , 乳児院へは10.2% , その他の施設0. 8% など。
児童福祉施設への措置が処理件数の半数以上57. 1% を しめている。 その他, 里親委託
は2 % , 訓戒誓約0. 2% , 児童委員指導0.5% , 他機関紹介0.7% , その他が1.7% と少
なく , 面接指導は37.8% で全体の約1/3以上となっている。面接指導処理の主なものは,
夫婦及び親子関係による問題解決, 親の病気の回復, 家出からの帰宅, 親戚の援助が

























































図16- 2　 相談処理状況- 2
相談のあった児童 (590人) の状況をみるに, 性別では, 人口動態の出生率と比較しても,
男が多く , 大差はみられない。
これを年齢別にみるに, 0歳児が15.6% で最も多 く, 1歳から14歳までは, 5 % 前後で平
均した数である。 更に6歳未満の乳幼児は全体の47.8% になり, 低年齢層の相談の多い事が
いえる。これは人間の発達特性から特に人的庇護が要求され, その生命の脆弱性がうかがえ,
要養護の発生から時間的余裕のない背景があろう。
子の出生をみる と, 嫡出子は約80% で問題はないが, 生まれた非嫡出子は, わずかながら
認知されてはいるが, 約20% に及んでいる。
出生状況から非嫡出児の相談があることは, 少 く ともそう したヶ - スについては, 子供の
生まれてきた環境に不安があり, 心理的に温い親子関係が望まれていないことが推察される。
就学状況では, 約半数にあたる50. 2% が未就学児で, あとは, 小 ・中学生で しめている。












































相談処理状況を図16-　 2　 によれば, 全国児相調査でみる と, 養護施設では, 29.8%
のところ本県は46. 1% で, 処置率が高い。乳児院では, 19. 5% に対 し, 本県は10.2%
と低い。
一方, 相談件数を養護施設と乳児院に分けてみた場合, 養護施設へは54.6% に対し,







































また, 非社会的問題行動では, 上記に述べたよ うに, 不登校による学業不振がみられ, 反
社会的問題行動でも, 家庭環境の歪から, 無断外泊のほか, 盗みなどの問題行動がある。
ギャクタイ
親子関係では, 親に対する問題として, 虐待, 継父母になじめないなどがあり, 親が本
児に対する問題では, 親の養育及び監護能力のないもの, 放任或いは暴力によるものがある。
年齢が高く なるにしたがって, 親子関係の心理的トラブルが表出され, 要養護とその子供
の生活環境に不安となる学校生活, 日常生活での性向等の問題がでている。
本児童達の生活の場所をみると, 親の離婚, 行方不明などから起きる, 父子 ・母子家庭と,
親以外の親戚 ・知人などに預けられていたのをふまえると, 約70% が家庭崩壊の中での生活
がう かがわれる。

















姻関係であるが, 内縁関係7.7% , 相手が既婚者4.7% , 相手が不特定などが3. 5% あり,










































































































子供が生まれた当時の親の義務履行の状況は, 「あまりよ くなし」 が父親より母親
の方に5.8% 高く , 「問題多し」 は逆に父親の方が3.9% 高く なっている。 いずれにし
































































































親自身が施設での経験を有する者は, 不明を除く596件 (父親270件, 母親326件) 中,
父親13人 (4.8% ) , 母親18人 (5.5% ) となっており, 全国の調査と較べると父親が
高 く , 母親は若干低く なっている。
乳児院, 養護施設, 教護院に限ってみると, 不明を加えた全体で, 父親2. 9% , 母
親3.7% , 平均して3.3% が経験しているが, ちなみに, 県下の児童数549, 167人 (60
年10月 1日国勢調査) と, 昭和62年2月末の施設入所児544人から入所率をみると0. 1%
- 57 -
不明を除く659件 (父親304件, 母親355件) を対象にして内容をみると, 県内が父
親では52.6% , 母親は48.7% を占めている。






































































































母親の同居が38.9% に対し, 父親の同居は41. 1% と高く なっている。 また, 別居等










不明を除く父親 (276人) の70.0% , 母親 (332人) の76.2% が中卒者で, 高卒以上














































不明を除く431人 (父親196人, 母親235人) についてみると, 父親では, 1年より
以前が40.8% と一番多く, 次いで 1ヵ月以内が28.6% となっているのに対し, 母親で
は1ヵ月以内が43.3% で 1年より以前が27. 7% と逆転 している。
母親がいなく なった場合は早く相談に来ているが, 父親がいな く なった場合は相談
に来るのが遅いこ とが窺われる。 これは, 育児の特性の他, 母子家庭に対する制度的
な保護があることも要因と して考えられる。
(9) 職業



































































































































父親の過半数 (62.2% ) が常用勤労者, 次いでパート等 (16.9% ) となっており,
その他の職業も含めて89% が就労しているが, 不就業も9.3% みられる。
母親は育児がある為か不就業が43% と一番多く次いで, パート等34.2% , 常用勤労
者8. 9% となっている。
口罪業ま図24- 3　 職業- 3 全国比
















































































養護相談が発生する前と現在の住居についてみる と, 持ち家18.6% , 公営賃貸住宅
10.6% は変化がないが, 民間賃貸住宅では55.2% から48.8% に減り, 親戚などのその



















相談があった時点では, 欠損のない家庭は21.5% と以前の半数以下に激減し, 母子


































































































養護問題発生の転居をみると, 全体の19.2% が転居している。 同じ条件の調査がな
く比較は出来ないが, 児童の出生後の転居については, 全児相の調査で50% (不明を
































家庭の問題解決能力をみると, 問題発生前は, 不明を除いて 「やや低い」 が44. 6% ,










であったものが51. 3% と減少し, 生活保護8.7% が10.4% , 親戚の援助5.4% が10.4%
に増加している。
また, 生活の程度をみる と, 不明を除いて 「普通か余裕あり」 が20.4% から19. 7%
に, 「やや苦しい」が34.8% から32.4% に減少しているのに対 し, 「大変苦しい」が35.6%


































































































実際に援助を受けたかどうかをみると, 「かなりあった」 16.6% , 「すこ しあった」
25. 7% となっており42.3% が何らかの援助を受けているが, 「なかった」 48. 5% よ り
も少ない。
(県教育委員会調)












36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46
55. 7 57. 0 59 . 3 63. 9 66. 8 69. 7 73 . 3 77 . 2 81. 0 84 . 0 86 . 3
ま　 と め
今回の調査で対象となった児童の親の平均年齢は, 父親が37歳, 母親が33歳であった。調
査対象が昭和58年度から 3年間であったので中間の昭和59年度と して逆算すると, 父親は昭
和37年度, 母親は昭和41年度に中学校を卒業したことになる。
表21, 表27によれば, 中卒が父親70% , 母親76.2% (不明を除く) となっているが, 当時
















































年度 県内 北海道 ・東北 関東 東海 ・北陸 近幾 中国 ・ 四国 九州 計
37年度
5, 949 345 0 493 124 756 4 , 051 11, 918
49. 9% 2. 9% 0 5. 8% 1. 1% 6. 3% 34 . 0% 100%
41年度
6, 787 581 4 524 94 694 2, 960 11, 647
58. 3% 5. 0% 0. 03% 4. 5% 0. 8% 6. 0% 25. 4% 100%
「岐阜県における養護のあり方」 に関する調査研究報告








生活の根拠となる住居についてみると, 表32 (問題発生前) にみられるように, 過半数の
55.2% が民間の賃貸住宅で生活しており, 持ち家は18.6% (不明を除く と20. 1% ) と非常に





























































図38によれば, 古くからの住宅地 (28.2% ) , 新興住宅地 (43.3% ) と住宅地は,
全体の71. 5% と最も高率に見出され, 古 くからの住宅地よりはるかに新興住宅地が多
かっ た。
ついで商業地 (9.2% ) , 農林漁業地 (5.4% ) の順となっている。
また, 住居地の状況を全国対比 (昭和59年全国児童相談所調査) でみると, 古い住





































































図39によれば, 居住期間が1年以上5年未満が30.9% で, ついで 5年以上10年未満
が16.6% , 1年未満が12.4% の順となっている。
また, 居住期間の不明113件を除く , 291件について全国比 (昭和59年全国児童相談
所調査)でみると, 10年以上居住しているものが全国比(父母の居住期間平均)で73.7%










図40によれば, 近所づきあいが殆んどないが, 47% で約半数を占め, ついであまり




























図41によれば, 近所の援助について殆んどなかったのが, 64.4% と約半数以上を占
め, ついで少しあったが9.8% , かなりあったは, 僅か3. 5% であった。 結果は, 全体



























図42によれば, 民生児童委員の援助が殆んどなかったが, 45.0% , ついで少しあっ


















調査項目40, (近所づきあい) 調査件数404件, うち不明72件を除く332件について分析し
てみる と,
1. 普通　 59件 (17.8% ) 2. あ まりない 83件 (25.0% ) 3 . ほ と ん ど な かっ た















図43によれば, 学校からの家庭訪問等の状況をみる と, なかったが, 49. 8% と約半
数を占め, ついで, 少しあった22. 2% , かなりあったは17. 2% と低率を示している。
40×38 1 2 3 4 5 6 7 計
1 28 19 5 2 5 59
2 29 40 6 3 2 3 83
3 45 98 25 5 7 6 4 190














計 114 175 37 14 22 8 34 186 590
「岐阜県における養護のあり方」 に関する調査研究報告
また, 近所づきあいが殆んどなかった190件について, 更に住宅地別で分析すると, 新興
住宅地98件 (51.5% ) , 古い住宅地45件 (23,7% ) , 商業地25件 (13.2% ) の順となっている。







更に, 図40と図38をクロスしてみる と, 住宅地別で分析 してみると, 新興住宅地が前項の
つきあいとの関係から, 最近の地域における希薄化を裏付けている。
住居地別, 近所の援助状況
図41から, (近所の援助) の状況をとらえると, 不明70件を除く332件について分析してみ
る と, 1 . かな りあった　 14件 (4.2% ) 2 . 少 しあった 58件 (17.5% ) 3 . なかっ
た　 260件 (78.3% ) であり, 全体の中で78.3% の家庭は, 援助は全然なかった状況にある。
また, それを住居地別に分析すると, 新興住宅地130件 (50.0% ) , 古い住宅地78件 (30.0% ) ,
商業地23件 (8.8% ) の順となっている。














結びついており, なお且つ, 援助の具体的な方法は, 「つきあい」 から, よ り困難なものとなっ
て い る 。
また, 援助のなかったヶ - スで, 住居地別にみると, 新興住宅地が50% と, その半数を示
し近所づきあいと同様援助の困難性を示している。
近所づきあいと援助の相互関係は, 地域集団における情報から援助が派生すると考えられ
るので, 結びつきが深 く , 今回の調査から少く と も, 日常の近所づきあいが全く ないヶ- ス
に援助というこ とは, ますますその可能性を減少せしめていると考えられる。
こう した状況から, 児童委員の地域での役割の分野が高まっている。 しかし, 図42に示さ
れているように援助がなかったが182件 (54.5% ) であり, 今後ますます地域における援助
者と して必要である。
また子供に対して積極的に援助体制或いは情報提供等により, 早期把握することのできる












図45によれば, 1ヶ月以内が66. 8% , 3 ヶ月以内でみる と81. 2% であり, この間の












































































































図46によれば, 主な通告者を多い順でみると, ①福祉事務所　 ②家族 ・親戚の順と
なっており, 両者で65.6% である。
児童委員からの直接通告は極めて少ないが, 福祉事務所を経由する場合が多いこと
によ り, 直接通告者と してとらえきれない向きがある。
地域差について児童相談所単位にみると, 飛騨地区において他と異なり, ①家族 ・
親戚, ②学校が主な通告者となっており, 同地区内で74% を占めている。
警察からの通告は, ・親の犯罪に伴う拘留, ・迷子, 捨て子等のために緊急一時保
護依頼として通告されることが多い。
児童本人の通告 (来談) は, 親 (母) が手紙を持たせて来談させたものであり, 事
実上置き去り したものである。 この場合, 児童は養護施設入所となっている。





























①　 福祉事務所30.4% ② 児童委員22. 2% ③ 学校19. 2% ④ 町村役場
8. 4%











































































































































































































































































































































































児童相談所における相談援助の状況と しては, 図50で述べたように, 養護問題の背
景となっている理由 (原因) に親の欠損等早期解決しにくい内容もあって, 児童の保
護を求めたものが多いことも関連して, 図51でみられるように 「施設 ・里親」 等への

















図44から, 親の欠損又は不在であるものが59.4% と多く, 関連して援助の内容も,
図51にみられるように, 「生活基盤の確保」 にかかるものが最も多く , 次いで 「生活
















































相談内容の殆ど (85% ) が施設等への子供の保護を求めたものであり, 家族関係の調整等
助言 ・指導を求めたものは意外に少な く , 保護者自身が自主的に問題解決に当たろ う と して
来談する例の少ないことがうかがえる。 この点で相談を受ける立場と して, 当事者の自立喚
起への可能性の確認と指導がより重要と考えられる。
また, 特異な例と して, 棄児が 5件もあったこ とは注目すべきことであり, これ等も早期






























この場合相談処理と しては, 児童の処遇決定という形でとらえるので, 生活基盤的
問題を背景とした相談が大半を占めている関係もあって, 早期処理が必要となる。 図




親の拘禁̃ 児童保護76%　 親の行方不明̃ 児童保護64%
親の離婚̃ 児童保護49%　 親の虐待 ・放任̃ 児童保護52%











すでに児童福祉法制定以来40数年になろ う と している今日, 児童福祉の基本理念であ
る 「すべての児童が心身と もに健やかに生まれ, かつ, 育成される」 こ とが国民のすべ
ての願いであると同時に達成すべき責務となっている。




我々が生活している社会での一般的な概念は, 夫婦を中心と して, その近親の血縁者
が住居を共にして生活する小集団であり, また 「家族」 の機能としては, 主に経済協力
と子供の養育, なかでも家庭における情緒的雰囲気や, しつけが子供に与える人格形成
上大きな役割を果すものと考える。
調査結果から, すでに前章の分析でも明らかなように, 非嫡出児童の問題は, 健全な




ついで, 両親の離別は, 単親家庭となることによる家庭基盤の脆弱化, 人格形成の上
でモデルの不在など, しばしば子供に好まし く ない影響を与える結果となり, 少 く とも








両親の低学歴, 雇用条件の劣悪, 低賃金, 経済生活の窮乏, 居住条件, 県外からの移
住親戚付き合いの希薄, 近隣集団との疎遠等相互に結びついたものである。
また, 両親の施設経験等に代表されているように悪条件からの脱皮に至る努力が二代,





調査結果から, 今回の調査ですでに明らかなように養護問題をかかえているヶ - スに








が問題発生の予防につながる こ とになろ う。
問題の初期に, 社会資源と しての相談, 援助機関の情報を得たり, 直接助言を受ける
ことなど, 特に養護問題をかかえているヶ- スの中で, その両親の問題解決能力の低さ
からも側面的援助は必要である。
また, 本来身近で相談できる民生児童委員の援助が得られる制度を, よ り積極的に活
用する必要がある。
今回の調査は養護問題発生ケースに閔するものであり, その家族, 地域において, すでに
具体的な指導 ・援助をしているこ とから, 明らかに子育て機能に行きづまっているのである。






















生的にっ く り出すものではな く , 個々の連帯意識が発動して出来あがる ものである。
少く と も今回の悩みをもっているヶ- スに対しての地域の援助姿勢と しては, 極めて消極



























0　 養護相談ケースの中, 表31によれば, 単親
家庭が半数以上である。
○　 親の学歴をみても, 表21　 ・　 27によれば親の
大半が中卒であり, 15歳の年齢で社会に巣
立っている。
○　 表24によれば父親の約17% , 表30によれば




O　 養護相談の中, 表36によれば約 7割の家庭












O　 表40 ・41によれば過半数の家庭は, 近所づきあいが乏しく , 近所の援助を受けてい
ない状況にある。
O　 養護相談ヶ- スの中, 就学前の児童に対する援助が表4 によれば, 約半数を占め,
特にO歳児の相談は表 2によれば, 約16% である。
こういった実態をみつめる と, 現代の見えにく く なっている貧困の姿が発見できよう。
そして, 一概には言えないこ とではあるが, 要養護家庭の一つの類型と して, 「親族
や地域 (近所) とのつきあいや援助もない状況の中で, 就学前児童 (特にO歳児) を抱
え, 経済的, 精神的な貧しさに苦しむ単親家庭」 の姿が浮び上って く る。
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件数 %
1父 の 死 亡 5 1. 2
2母 の 死 亡 11 2 . 7
3両親の死亡 2 0 . 5
4父の行方不明 14 3 . 5
5母の行方不明 43 10 . 6
6両親の行方不明 18 4 . 5
7両親の離別 51 12 . 6
8棄　 子 5 1. 2
9父母の長期拘禁 29 7. 2
10父母の長期入院 67 16 . 6
11父母の就労 12 3. 0
12虐待 ・酷使 12 3. 0
13放任 ・怠惰 30 7. 4
14父母精神障害 14 3. 5
15両親等の不和 11 2. 7
16季節的就労 0 0. 0
17そ の 他 80 19 . 8
計 404 100 . 0
表45　 問題発生から児相受け付けまでの期間 表45で示されているように, 養護相談ケース
の大半は問題発生から 1ヶ月以内に児童相談所
の窓口を経て何らかの援助の手がさ しのべられ




















「児童委員」, 「学校」, 「保育所」, 「保健所」 な
どの関与が少ないことは問題とされなければな











1 1か月以内 270 66. 8
2 3か月以内 58 14 . 4
3 6か月以内 27 6. 7
4 1年以内 20 5. 0
5 1年̃ 22 5. 4
6不　 明 7 1. 7





1児 童 委員 9 2. 2
2福祉事務所 140 34 . 7
3警　 察 30 7. 4
4保　 健 所 1 0. 2
5県等 ・市町村 17 4 . 2
6家庭裁判所 2 0. 5
7児童福祉施設 10 2 . 5
8里親保護受託者 0 0. 0
9家族 ・親戚 125 30 . 9
10学 校 38 2. 5
11近隣 ・知人 10 2. 5
12児 童 本人 1 0. 2
13そ の 他 21 5. 2
計 404 100. 0
表46 相 談 経路
計 %
1児 童 委 貝 156 22 . 2
2町 村 役 場 59 8 . 4
3福祉事務所 214 30 . 4
4児童福祉施設 22 3. 1
5里親保護受託者 11 1. 6
6警　 察 34 4 . 8
7保　 健 所 11 1. 6
8家庭裁判所 10 1. 4
9学　 校 135 19 . 2
10そ の 他 51 7. 3





表47では約 2割のヶ- スにしか関与 していな
い。 また表43によれば, 約 5割の家庭が学校か
らの家庭訪問等の援助はなかったと答えてい
る。
保育所に関しては, 表46, 47では 「児童福祉




約16% , 3歳児までは約35% と多いにも拘わら





















1かな りあった 56 17 . 2
2少 しあった 72 22 . 2
3 なかっ た 162 49 . 8
4不　 明 35 10 . 8
計 325 100 . 0
計 %
1かな りあった 54 13 . 4
2少 しあった 98 24 . 3
3 な かっ た 182 45 . 0
4不　 明 70 17 . 3




1養 護 施設 272 46 . 1
2乳　 児 院 60 10 . 2
3教　 護 院 0 0 . 0
4その他の施設 5 0 . 8
5里 親委託 12 2. 0
6福祉司指導 0 0. 0
7訓 戒 誓約 1 0. 2
8面 接 指導 223 37. 8
9児童委員指導 3 0 . 5
10福祉への送致 4 0 . 7
11そ の 他 10 1. 7







44* 16- 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 計
1 2 1 2 5
2 4 4 3 11
3 2 2
4 9 1 1 2 1 14
5 19 2 1 1 19 1 43
6 12 2 3 1 18
7 21 3 1 1 25 51
8 1 4 5
9 14 8 7 29
10 30 10 1 1 22 3 67
11 6 2 1 3 12
12 5 1 6 12
13 14 2 13 1 30
14 5 2 7 14
15 2 2
- y - -
5 1 1 11
16 0
17 15 10 1 3 48 1 2 80
計 161 50 0 4 11 0 1 165 1 3 8 404
111 10 0 1 1 58 2 1 2 186
計 %
1生活指導等 97 23 . 4
2人間関係の調整 23 5. 5
3生活基盤の確保 189 45. 5
4 その他相談援助 106 25. 5




表16- 2　 を見ても分かるように, 面接指導(横
軸8) は, 母の行方不明 (縦軸F) , 両親の離
別 ( 7) , 長期入院 (10) , 放任, 怠惰 (13) へ
の対応に力を入れている。 そ してその援助の内
容は表51で示されている通りであるが, 面接指






















に福祉に欠ける児童やその家族に対して, フ ァ ミ リー ・ケースワーク的な指導がな
されるよう機能強化をすることが望まれる。
② 「早期発見」 の原則に則り, 児童相談所が地域の実情把握ができるように情報シ
ステムの確立を図り, 機能の運営体制を確保することが望まれる。




児童相談のネッ トワークを築く こ とが望まれる。
問題発生前
計 %
1普　 通 81 20 . 0
2や や 低 い 175 43. 3
3著し く低い 136 33. 7
4不　 明 12 3. 0
計 404 100. 0
計 %
1嫡　 出 子 471 79 . 8
2非嫡出認知有 22 3. 7
3非嫡出認知無 72 12 . 2
4不　 明 25 4 . 3





児童憲章はその二項で 「すべての児童は, 家庭で, 正しい愛情と技術をもって育てら
れ, 家庭に恵まれない児童には, これにかわる環境が与えられる」 と謳っている。















ある と もいえよ う。
そういった背景の中から表50で示されてるよ








1届け出婚姻 315 78 . 0
2内　 縁 31 7 . 7
3相手が既婚者 19 4 . 7
4 そ　 の 他 14 3 . 5
5不　 明 25 6 . 1
計 404 100 . 0
計 %
1欠損 な し 87 21. 5
2父 子 家庭 101 25 . 0
3母 子 家庭 110 27 . 2
4再形成家庭 18 4 . 5
5親　 族 48 11. 9
6そ　 の 他 32 7.9
7不　 明 8 2. 0
計 404 100 . 0
表17　 家父母の状況
表50　 主 訴 表51 相談援助内容 児童
(複教回答)
計(父) % (父) 計(母) % (母)
1特に問題なし 155 38. 4 164 40 . 6
2 あま りよ く な し 92 22. 8 121 30 . 0
3問 題 多 し 61 15. 1 54 13 . 4
4不　 明 96 23. 7 65 16 . 0






前掲表51 (相談援助内容) が示しているように, 施設入所は全体の半数近く を占め




前掲表31 (同居家族類型) をみても, 単親家庭は要養護家庭全体の半数以上を占












1一 時 保 護 99 20 . 5
2施 設 入所 224 46 . 4
3里 親委 託 12 2. 5
4その他相談援助 148 30 . 6
計 483 100 . 0
(複数回答)
計 %
1一時的保護 116 24 . 5
2長期的保護 285 60 . 1
3問題行為指導等 18 3 . 8
4家族関係の調整 22 4. 6
5そ　 の 他 33 7 . 0
計 474 100 . 0
表14　 現に生活する場所
計 %
1両親と一緒 152 25 . 8
2兄 弟 のみ 11 1. 9
3父 親 の所 146 24 . 7
4母 親 の所 117 19. 8
5父親の親の所 34 5.8
6母親の親の所 58 9. 8
7父親の親戚の所 12 2. 0
8母親の親戚の所 20 3 . 4
9父親の知会の所 4 0 . 7
10母親の知会の所 8 1. 4
11そ の 他 25 4 . 2
12不 明 3 0 . 5
計 590 100 . 0
保護者の病気等が生じれば直ちに一時的も し
く は長期的な保護が必要となって く る。
現に前掲表50(主訴) において, 約25% のヶ-
スが一時的な保護を求めている。 そ して児相の
一時保護施設では, 表15, 15-　 2で示されてい
るような一時保護を実施している。 しかし, 児

















1 日 6 2. 2
2 - 3 日 44 16 . 0
4 - 7日 126 45. 8
8 - 30日 98 35. 6
31- 90日 1 0. 4
91日以上 0 0. 0
計 275 100. 0
計 %
1無 315 53 . 4
2有 275 46 . 6
計 590 100 . 0
表15-　 2　 一時保護日数
計 %
1な　 し 496 83. 6
2登 校 拒 否 21 3. 5
3孤立 ・内閉 10 1. 7
4夜尿 ・失禁 13 2 . 2
5神経性習癖 ・症 2 0. 3
6学 業 不 振 39 6. 6
7そ　 の 他 3 0. 5
8不　 明 9 1. 6














いる。 そのためには, 児相, 学校及び地域と













計(家父) % (実父) 計(実母) % (実母)
1義務教育未終了 18 4 . 5 6 1. 5
2中　 学 卒 193 47 . 8 253 62. 6
3高 校 中退 9 2. 2 13 3. 2
4高　 校 卒 47 11. 6 52 12. 9
5短　 大 卒 4 1. 0 6 1. 5
6大　 学 卒 5 1. 2 2 0. 5
7不　 明 128 31. 7 72 17. 8
計 404 100 . 0 404 100 . 0
計 %
1 な　 し 235 77. 0
2窃　 盗 19 6. 2
3 ろ う火 ・放火 2 0. 7
4無断外泊 ・はいかい 26 8. 5
5乱暴 ・暴行　 X 7 2. 3
6金品持ち出し 8 2. 6
7 そ　 の 他 3 1. 0
8不　 明 5 1. 7
計 305 100 . 0
表21　 最 終 学 歴
計(実父) % (実父) 計(実母) % (実母)
1無 257 63. 5 308 76 . 2
2有 乳児 院 2 0. 5 0 0. 0
3有養護施設 7 1. 7 13 3. 2
4有 教 護 院 3 0. 7 2 0. 5
5有他の施設 1 0. 2 3 0. 7
6不　 明 135 33. 4 78 19. 4
計 405 100 . 0 404 100. 0
同朋学園佛教文化研究所紀要第十三号
少 く とも児童福祉法で保障されている18歳位までは, 社会的自立の基盤づ く りと し
て何らかの社会的援助が必要である。 このことは表21で示されているように養護相談
に訪れた親の過半数が中学卒であることからしても明らかである。





一般家庭の高校進学率が94% を上まわろ う と している今日, 養護施設の高校進学率
はその半数以下の35̃ 40% 程度に留まっている。 地縁, 血縁が絆に薄い養護施設出身
者が15歳で社会の中を一人で生きていく こ とは大変難しいことであり, 表20で示され
ているような養護問題の再生産に結びっ く危険性を含んでいる。
したがって, まずは高校進学が可能となる条件整備と処遇努力をし, そ して高校進




り, 岐阜県においても前掲表51 (相談援助内容) をみても僅か2. 5% の委託にすぎない。
しかし, 最近では核家族化の進む中で, 両親の病気や母親の出産などによって一時
的に子育てができな く なった場合の支えと しての短期里親の需要も高まり, 里親制度
が見直されはじめている。























































児童の養護問題は, いつの時代でもその社会の状況を反映している。 「はじめに」 でもふ
れたが, 「古 くて新しい」 事柄であり, 福祉の原点を示すものと言える。 なぜなら次代を託
す子供達を大人は, 健全に育成する義務が課せられており一人の例外も許されない。 にも関
わらず日々 新聞紙上, あるいはマスコ ミニュケーショ ンによって, 子供の人権侵害の事実は
い と まがない。
総務庁の人口統計によると, 児童年少人口 (15歳未満) の割合が19% 台を下降しており,
この傾向は70年代まで続く という。 しかし, 社会病理や家族病理は養護児童がそれ故に減少
するとは即むすびっけがたい。 その背景は, 価値体系の混乱, 家庭内での地位役割の混乱,
経済感覚の混乱, 人と人とのコ ミュニケーショ ンの稀薄が指摘されている。 子供が育つにふ
さわしい生活環境そのものが崩れやすい条件におかれている。 さらに地域社会をも含めて,
大人社会で特に見守る子供が増えている。
いわゆる情緒障害児と して表現される 「心の悩み」 をもつ子供の存在は, まさに家庭の養
育機能の低下や教育機能を反省すべきであろう。
その結果, 登校拒否 ・自殺 ・高校中退等非社会的, 反社会的問題児の激増は, 現状では依
然として受け止められていない。 こう した問題の根源は病める大人世界の責任であるといえ
る 。
今回の 「養護のあり方」 研究は, 施設入所だけにとどまらず, 相談受理した養護に関する
すべてのヶ - スの調査であり, 客観性を保っていると自負している。












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































本稿は, 1990年 (平成2年) 10月20日出 「日本社会福祉学会第38回全国大会」 (於 ・関西
学院大学) にて, 竹内伸秀氏と共同研究発表をしたものである。 ここに加筆訂正して掲載さ
せていただいた。
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